
■売上高、経常利益、業況判断、運転資金調達

売上高 増加 横ばい 減少 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 ＤＩ値 増加 横ばい 減少 ＤＩ値

％ 21% 44% 35% △14 22% 38% 40% △18 17% 45% 38% △21

経常利益 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値

％ 17% 45% 38% △21 16% 43% 41% △25 13% 43% 44% △31

業況判断 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値 好転 横ばい 悪化 ＤＩ値

％ 7% 50% 43% △36 10% 40% 50% △40 8% 42% 49% △41

運転資金調達
容易に
なった

変わらな
い
厳しくなっ
た
ＤＩ値

容易に
なった

変わらな
い
厳しくなっ
た
ＤＩ値
容易にな
る
変わらな
い
厳しくなる ＤＩ値

％ 7% 80% 13% △6 7% 76% 18% △11 5% 71% 25% △20

2008年の4月～6月と比べて 2007年の7月～9月と比べて 2007年の10月～12月と比べて

（前期比） （前年同期比） 次期見通し

第19回熊本同友会景況調査報告
（2008年7月～9月期）

 
  【調査要領】
　①調　査　時：２００８年９月５日～９月１４日
　②対象企業：熊本同友会会員企業
　③調査の方法：FAXの送受信による自計記入を求めた
　④回答企業数： ５０２社より１５３社の回答を得た。（回答率：３０．４％）
　　　　　　　　　　　（製造業　２６社、建設業　３０社、流通商業　４３社、サービス業　５０社、その他　４社）
　⑤平均従業員数：役員を含む正規従業員数　　　　　　　　　　２３．０人
　　　　　　　　　　　　派遣社員・臨時・パート・アルバイトの数　　　８．３人

　　　　　　「全てマイナス値、売上高・経常利益・業況は二桁マイナス幅拡大」
　ＤＩ値（「良い」と答えた割合から「悪い」と答えた割合を引く）の推移から見ると、前回調査２００８年４月～６月と比べると、前年同
期比（２００７年７月～９月）では、売上高が△４から△１８へと１４ポイント、経常利益が△１１から△２５と１４ポイント、業況判断が△
３０から△４０へと１０ポイントそれぞれ下降した。また、運転資金調達は前期比（２００８年４月～６月）で、△１０から△６へと４ポイン
ト上昇した。
　日銀短観（２００８年７月～９月期）をみると、業況判断ＤＩは、前期比（２００８年４月～６月）で製造業が△１０から△１７へと７ポイ
ント、非製造業が△２０から△２４へと４ポイント下降した。次期見通しは製造業が△２５、非製造業が△３１とさらに厳しい状態である。中
小企業庁第１１３回中小企業景況調査（２００８年７月～９月期）では「中小企業の業況は悪化している」となっており、原材料・商品仕入単
価ＤＩ（「上昇」-「低下」前年同期比）が６期連続して上昇幅が拡大したとし、売上単価・客単価ＤＩとの差は、調査開始以来の最大幅を６期
連続して更新している。また、同友会景況調査報告（ＤＯＲ）№８４（２００８年７月～９月）では、「新型複合不況、中小企業存亡の危機
へ」と打ち出しており、リーマン・ショックの衝撃がこれから反映されてくることを踏まえ、１０～１２月はさらにマイナス幅へとの下降を予
測している。
　次に業種別では、製造業は「売上高」が△４から△３へと１ポイント、「運転資金調達」は△１から０へと１ポイント上昇、「経常利益」
「業況」は横ばいとなった。建設業は「運転資金調達」が△４から△３へ１ポイント上昇したが、「売上高」「経常利益」「業況」は全てマイ
ナス値に留まった。流通商業は、「売上高」が３から△６へと９ポイント、「経常利益」が△２から△８へと６ポイント、「運転資金調達」が
△３から△１へと２ポイントそれぞれ上昇したが、「業況」は△１２から△１３へと１ポイント下降した。サービス業は「売上高」が１から△
３へ４ポイント、「経常利益」が△１から△５へ４ポイント、「業況」が△５から△８へ３ポイントそれぞれ下降、「運転資金調達」が△３か
ら０へ３ポイント上昇した。
　次に、経営上の問題点では１位「仕入れ価格の上昇」２位「価格競争の激化」３位「売上げの減少」４位「受競争の激化」と前回調査と同じ
順位だった。現在取組んでいる経営課題でも、１位「新規顧客の開拓」２位「新商品・新製品･新規サービスの開発」３位「既存顧客の強化」ま
では前回調査と同じだが、「人材育成」が３１から２６へと５ポイント下降し５位となり「営業力強化」と順位が入れ替わった。
　最後に、特別調査として【原材料等の価格高騰での影響】を実施。利益への影響では、「赤字までにはならないが予定利益は減少した」
が６４％を占め、各社の対応については、「諸経費の削減」８７％で１位、「販売価格への転嫁」５９％で２位、「仕入先の見直し」３位と続
いた。販売価格への転嫁では、「ほぼ転嫁できている」が７％で「一部転嫁できている」の４４％と併せると半数を超えるが、「ほとんど転嫁
できていない」が３９％で、利益確保は厳しい状況といえる。行政へ望むことでは、「灯油・ガソリン等の税率低減」が８７％で１位となっ
た。

売上高ＤＩ推移（前年同期比）
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業況判断ＤＩ推移（前年同期比）
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運転資金調達ＤＩ推移（前期比）
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業種別ＤＩ推移（建設業）業種別ＤＩ推移（製造業）



金融機関ある 変わらないわからない不明
総計 15 101 32 5

貸付攻勢出資金要拘束預金追加担保私募債の新たな貸し経営指針その他
6 0 0 2 1 6 4 1

割合
4%
5%
11%
12%
13%
15%
32%
41%
42%
56%

割合
1%
1%
1%
3%
4%
6%
6%
6%
6%
8%
15%
18%
20%
27%
31%
32%
41%
53%

＜原材料等の価格高騰での影響＞

利益への影響集計
赤字までにはな 99
影響なし 30
赤字になった 13 貴社の対集計
利益を増やした 4 諸経費の 87 国や行政集計
不明 7 販売価格 59 灯油・ガソ 87
総計 153 仕入先の 38 国際的投 57

省エネ対策 29 便乗値上 47
販売価格への集計 商品構成 27 中小企業 41
一部転嫁できて 69 販売先の 11 優越的地 26
ほとんど転嫁で 59 人件費の 8 その他 6
ほぼ転嫁できて 10 その他 7
不明 15 生産を減ら 1
総計 153 行政への 1

業種別ＤＩ推移（サービス業）
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売上高 経常利益 業況 運転資金調達

金融機関の姿勢の変化

ある 10%

変わらない 66%

わからない 21%
不明 3%

「ある」と応えた変化の内容

出資金要請 0%

経営指針を重視する
ようになった 20%

その他 5%

貸付攻勢 30%

追加担保要請 10%

拘束預金要請 0%

私募債の勧誘 5%

新たな貸し渋り 30%

経営上の問題点（上位３つまでの複数回答）

0.0130718950.058823529
0.1045751630.1241830070.1307189540.14379085
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0.477124183
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現在取り組んでいる事柄（上位３つまでの複数回答）
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業種別ＤＩ推移（建設業）
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業種別ＤＩ推移（製造業）
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業種別ＤＩ推移（流通商業）
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①利益への影響

影響なし 20%

赤字になった 8%

利益を増やした
3%

不明 5%

赤字までにはなら
ないが予定利益
は減少した 64%

③販売価格への転嫁について

一部転嫁でき
ている 44%

ほとんど転嫁
できていない
39%

ほぼ転嫁でき
ている 7%

不明 10%

②貴社の対応について（複数回答、社数）
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■特別調査
　【原材料等の価格
　　　　高騰での影響】


